





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1）例えば，鈴木 2000，玉井 2002，中川 2005
など。
2）1980（昭和55）年の学習指導要領は，通称「ゆ
とり」カリキュラムとも呼ばれ，1971（昭和46）
年のいわゆる「現代化」カリキュラムに比べ，総
授業時数や学習内容が削減された。
3）周知のとおり，この答申を受けて2006年に教育
基本法が改定され，その第10条に「家庭教育」の
項目が新設された。ただしその条文では，子ども
の教育に対する保護者の「責任」のみが指摘され
ているだけで，「権利」についてはまったく言及さ
れていない。また，家庭教育という個々人の思想・
信条にもとづくプライヴェートな生活領域のあり
方に関して国家が法規で規定している点にも，重
要な問題が含まれている。
4）コミュニタリアニズム（共同体論）においては，
学校・家庭・地域社会の連携に関する考察
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この責任はさらに明確かつ直接的なものとして規
定されている。菊池 2007，112～121頁参照。
5）「健全育成協議会」の名称などで，すでにほとん
どの学区に設置されている協議会が，これに相当
すると考えてよいであろう。
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